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1. 2022年11月期第3四半期の業績（2021年12月1日～2022年8月31日）

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年11月期第3四半期 2,456 12.9 78 ― 85 ― 76 ―

2021年11月期第3四半期 2,176 18.6 △44 ― △33 ― △51 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2022年11月期第3四半期 30.82 ―

2021年11月期第3四半期 △20.69 ―

(2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年11月期第3四半期 5,434 4,547 83.7 1,836.36

2021年11月期 5,461 4,482 82.1 1,809.91

（参考）自己資本 2022年11月期第3四半期 4,547百万円 2021年11月期 4,482百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年11月期 ― 0.00 ― 5.40 5.40

2022年11月期 ― 0.00 ―

2022年11月期（予想） 5.40 5.40

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2022年11月期の業績予想（2021年12月 1日～2022年11月30日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 3,313 12.3 55 ― 59 ― 43 ― 17.36

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年11月期3Q 3,339,995 株 2021年11月期 3,339,995 株

② 期末自己株式数 2022年11月期3Q 863,481 株 2021年11月期 863,481 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年11月期3Q 2,476,514 株 2021年11月期3Q 2,476,514 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等に関する記述は、当社が現在入手可能な情報に基づき作成したもので、実際の業績等は今後様々な要因によって大きく

異なる場合があります。なお、業績見通し等に関する事項は、添付資料３ページ「（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期累計期間(自2021年12月１日 至2022年８月31日)における日本経済は、長期化する新型コロナウイ

ルス感染症の影響の中、感染対策を実施し、経済活動の正常化への動きが見られましたが、円安の急進や原油高騰

による各種産業のコスト上昇により景気は不透明な状況が続きました。

当社の関わるアウトドア関連産業のうち、釣用品市場では、３密を避けられる屋外アクティビティとして注目さ

れた釣りへの需要に一服感がみられた一方、アウトドア衣料品市場は、度重なる新型コロナウイルス感染症拡大の

影響を受けて百貨店やショッピングセンター等への集客は一時的に減少したものの、ジャケット類を中心に販売は

順調に推移しました。

このような状況の中、当社では収益改善に向けて取り組んだ結果、当第３四半期の売上高は24億56百万円(前年

同期比12.9％増）、営業利益78百万円(前年同期間 営業損失44百万円）、経常利益85百万円(前年同期間 経常損失

33百万円）、四半期純利益76百万円(前年同期間 四半期純損失51百万円)となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。)等の適用により、売上高は2,190千円減少しておりますが、営業利益、経常利益への影響はありません。

セグメントの業績を示すと、次の通りであります。

(フィッシング事業)

フィッシング事業に関しては、釣りが注目された前年同期に比して、釣りに対する需要は平常に復し、販売は前

年同期に比べ低調に推移しました。

その中でも、フライ用品に関しては、他の釣種に比べて需要が安定していたことから、販売は堅調に推移しまし

た。一方、ルアー用品に関しては、対象魚種の釣果低迷や新型コロナウイルスに関連して商品納期の遅延等が生

じ、販売が低迷しました。

その結果、当第３四半期におけるフィッシング事業の売上高は、８億32百万円(前年同期比4.8％減)、セグメン

ト利益は１億45百万円(前年同期比5.3％減)となりました。

(アウトドア事業)

アウトドア事業に関しては、新型コロナウイルス感染症拡大の波が高まるたびに、百貨店やショッピングセンタ

ー等商業施設の集客に衰えが見られたものの、2022年４月以降に行動制限が発出されなかったこと等が登山やトレ

ッキング等の外出機会の後押しとなり、透湿防水素材の軽量ジャケットや、防虫素材(スコーロン)を使用した商品

の販売が順調に推移し、売上を牽引しました。

その結果 当第３四半期におけるアウトドア事業の売上高は16億９百万円(前年同期比25.5％増)、セグメント利

益は63百万円(前年同期間 セグメント損失69百万円)となりました。

(その他)

その他の主な内容は、不動産賃貸収入売上であります。賃貸面積の縮小により当第３四半期に関しては、その他

売上高は14百万円(前年同期比26.9％減)となりました。また、セグメント利益は８百万円(前年同期比39.0％減)と

なりました。

（２）財政状態に関する説明

資産、負債、純資産の状況

(資産)

当第３四半期会計期間末の資産は、前事業年度末に比べ26百万円減少し54億34百万円となりました。

流動資産は、現金及び預金の減少14百万円や受取手形及び売掛金の減少94百万円、商品の減少12百万円、その他

に含まれる前払費用の減少２百万円や未収入金の減少２百万円などの一方で、電子記録債権の増加75百万円やその

他に含まれる返品資産の増加35百万円などの影響により、前事業年度末に比べ14百万円減少し、36億34百万円とな

りました。

固定資産は、有形固定資産や無形固定資産の減価償却などによる減少20百万円などの一方で、投資その他の資産

に含まれる投資有価証券の増加３百万円や長期繰延税金資産の増加４百万円などの影響により、前事業年度末に比

べ12百万円減少し、17億99百万円となりました。
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(負債)

当第３四半期会計期間末の負債は、前事業年度末に比べ92百万円減少し８億86百万円となりました。

流動負債は支払手形及び買掛金の減少37百万円や未払法人税等の減少３百万円、返品調整引当金の減少29百万

円、ポイント引当金の減少２百万円、その他に含まれる未払金の減少28百万円や未払消費税等の減少47百万円など

の一方で、その他に含まれる返金負債の増加64百万円などの影響により、前事業年度末に比べ88百万円減少し、６

億56百万円となりました。

固定負債は、退職給付引当金の減少２百万円などの影響により、前事業年度末に比べ３百万円減少し２億29百万

円となりました。

(純資産)

当第３四半期会計期間末の純資産は、前事業年度末に比べ65百万円増加し、45億47百万円となりました。これ

は主に、四半期純利益76百万円の発生やその他有価証券評価差額金の増加２百万円などの一方で、前事業年度決算

の配当金13百万円などによるものです。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

当第３四半期累計期間については、2022年１月19日の「2021年11月期 決算短信〔日本基準〕(非連結)」で公表

いたしました通期の業績予想を特に利益面において大きく上回る進捗となっております。しかしながら、新型コロ

ナウイルス感染症の流行の動向が引き続き不透明であることに加え、円安による調達コストの上昇や原材料価格の

高騰等も勘案し、現時点では通期の業績予想を据え置きといたします。なお、今後、業績予想の修正が必要となっ

た場合は、速やかに公表いたします。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2021年11月30日)

当第３四半期会計期間
(2022年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,682,603 1,668,018

受取手形及び売掛金 509,713 415,211

電子記録債権 60,230 136,172

商品 1,352,447 1,339,757

その他 44,507 76,124

貸倒引当金 △538 △416

流動資産合計 3,648,964 3,634,868

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 479,945 465,187

土地 653,376 653,376

その他（純額） 22,940 20,845

有形固定資産合計 1,156,262 1,139,409

無形固定資産 26,059 22,239

投資その他の資産 629,857 637,722

固定資産合計 1,812,179 1,799,371

資産合計 5,461,143 5,434,240

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 481,444 443,898

未払法人税等 29,076 25,873

返品調整引当金 29,558 ―

賞与引当金 1,403 9,400

ポイント引当金 2,993 ―

その他 201,058 177,566

流動負債合計 745,533 656,738

固定負債

退職給付引当金 165,386 162,629

その他 67,965 67,094

固定負債合計 233,352 229,724

負債合計 978,885 886,463

純資産の部

株主資本

資本金 1,079,998 1,079,998

資本剰余金 3,848,075 3,834,701

利益剰余金 29,885 106,222

自己株式 △478,060 △478,060

株主資本合計 4,479,899 4,542,863

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,358 4,913

評価・換算差額等合計 2,358 4,913

純資産合計 4,482,257 4,547,776

負債純資産合計 5,461,143 5,434,240
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（２）四半期損益計算書

第３四半期累計期間

(単位：千円)
前第３四半期累計期間
(自 2020年12月１日
　至 2021年８月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2021年12月１日
　至 2022年８月31日)

売上高 2,176,761 2,456,812

売上原価 1,220,085 1,338,172

売上総利益 956,676 1,118,639

返品調整引当金戻入額 33,927 -

返品調整引当金繰入額 26,027 -

差引売上総利益 964,576 1,118,639

販売費及び一般管理費 1,008,896 1,040,226

営業利益又は営業損失（△） △44,320 78,412

営業外収益

受取利息 1,343 1,362

受取配当金 1,236 1,102

為替差益 2,775 4,364

有価証券売却益 4,391 -

その他 1,121 406

営業外収益合計 10,868 7,236

営業外費用

その他 527 75

営業外費用合計 527 75

経常利益又は経常損失（△） △33,978 85,574

特別利益

雇用調整助成金等 3,074 3,271

固定資産売却益 - 29

特別利益合計 3,074 3,301

特別損失

固定資産除却損 0 0

臨時休業等による損失 11,370 -

特別損失合計 11,370 0

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △42,274 88,875

法人税、住民税及び事業税 10,997 17,732

法人税等調整額 △2,034 △5,194

法人税等合計 8,962 12,538

四半期純利益又は四半期純損失（△） △51,237 76,337
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

なお、収益認識適用指針第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品の国内の販売において、出荷時から当

該商品の支配が顧客に移転される時までの時間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しておりま

す。

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下の通りです。

①値引に係る収益認識

将来の売上値引が見込まれる商品については、値引が見込まれる額を売上高から控除し、契約負債を計上す

る方法に変更しております。契約負債は流動負債の「その他」に含めて表示しております。

②返品に係る収益認識

従来は売上総利益相当額に基づいて流動負債に計上していた「返品調整引当金」については、返品されると

見込まれる商品についての売上高及び売上原価相当額を認識しない方法に変更しており、返金負債を流動負債

の「その他」に、返品資産を流動資産の「その他」に含めて表示しております。

③自社ポイント制度に係る収益認識

自社ポイント制度により会員の購入金額等に応じて付与するポイントについては、従来、将来の利用が見込

まれる額をポイント引当金として流動負債に計上し、引当金繰入額は販売費及び一般管理費に計上しておりま

したが、付与したポイントを履行義務として識別し、将来の失効見込み等を考慮して売上高から控除し、契約

負債を計上する方法に変更しております。契約負債は流動負債の「その他」に含めて表示しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取り扱いに従い、

第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会計期間

の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基

準第86項に定める方法を適用し、第１四半期会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべて

の収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

この結果、当第３四半期累計期間の売上高が2,190千円減少、売上原価が1,493千円増加、販売費及び一般管理

費が3,694千円減少しておりますが、営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益への影響はありません。また、

利益剰余金の当期首残高についても影響はありません。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号 2020年３月31日)第28-15項に定める経過的

な取扱いに従って、前第３四半期累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりま

せん。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。)

等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」(企業会

計基準第10号 2019年７月４日)第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな

会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これによる四半期財務諸表への影響はありません。
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（追加情報）

(新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り)

前事業年度の有価証券報告書に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定について、重要な変更

はありません。

（セグメント情報等）

(セグメント情報)

Ⅰ 前第３四半期累計期間(自 2020年12月１日 至 2021年８月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)１

調整額
(注)２

合計
(注)３フィッシング

事業
アウトドア

事業
計

売上高

外部顧客への売上高 873,896 1,282,371 2,156,267 20,494 ― 2,176,761

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 873,896 1,282,371 2,156,267 20,494 ― 2,176,761

セグメント利益又は損失(△) 153,714 △69,954 83,759 14,397 △142,476 △44,320

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業であります。

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△142,476千円は、各セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は主に管理部門の一般管理費であります。

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っています。

Ⅱ 当第３四半期累計期間(自 2021年12月１日 至 2022年８月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)１

調整額
(注)２

合計
(注)３フィッシング

事業
アウトドア

事業
計

売上高

外部顧客への売上高 832,285 1,609,540 2,441,825 14,986 ― 2,456,812

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 832,285 1,609,540 2,441,825 14,986 ― 2,456,812

セグメント利益 145,616 63,142 208,759 8,781 △139,127 78,412

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業であります。

２ セグメント利益の調整額△139,127千円は、各セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用

は主に管理部門の一般管理費であります。

３ セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っています。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更等に記載のとおり、「収益認識会計基準」等を第１四半期会計期間の期首から適用し、収益認

識に関する会計処理方法を変更しております。

当該変更に伴い、従来の方法に比べて、当第３四半期累計期間のフィッシング事業の売上高が318千円増加し、

アウトドア事業の売上高が2,509千円減少しております。また、セグメント利益への影響はありません。
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３．その他

継続企業の前提に関する重要事象等

（継続企業の前提に関する重要事象等について）

当社では、2020年11月期以降新型コロナウイルス感染症拡大に伴う度重なる緊急事態宣言やまん延防止等重点措

置により、主力販売先のひとつである百貨店やショッピングセンター等の休業や時短営業、外出自粛に伴う来店客

数の減少など厳しい事業環境となり、２期連続で営業損失、経常損失、当期純損失を計上する結果となりました。

これらの状況により、継続企業の前提に重要な疑義となり得る状況が生じております。

しかしながら、当第３四半期累計期間は四半期純利益76百万円を計上しており回復の兆しが見え始めておりま

す。また、当第３四半期会計期間末において現金及び預金を16億68百万円保有し、財務基盤は安定していることか

ら、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。

引き続き、当該重要事実等を解消するため、以下の施策にて、売上拡大と利益確保を実行してまいります。

１.インターネットを活用した通信販売や宣伝販売促進の更なる強化により、売上高及び利益拡大を計る。

２.フィッシング事業の強化により、売上高及び利益拡大を計る。

３.直営店事業であるフォックスファイヤーストアの販売チャネル見直しや不採算店舗整理を進め事業効率化を進

める。

４.社内の業務見直しにより、販売費及び一般管理費のコントロールを適切に行い経費削減を図る。

　


